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防災のための情報コンテンツの活用方法に関する研究
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Prevention
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【研究論文】
１．緒言
　市民が災害時に備えて情報を活用するためには，市民の情報リテラシーを高める必要がある．日
常生活において起こり得る災害への不安を軽減し，災害発生時の被害をできるだけ軽減させるため
には，個人としてのみならず，政府，自治体による平常時からの防災・災害対策が必要である．また，
スマートフォンなどのICTの普及，発展に伴い，それらの情報を受信できる機会も大幅に増加した．
その一方で，様々な原因により生じる情報格差問題が指摘されている．
　2016年４月の熊本地震では最大の震度７の揺れ以外にも一連の震度６以上の地震が多く観測され，
その被害が広がるなど，地震防災の難しさを改めて考えさせられた．内閣府は，防災基本計画の作
成や防災に関する重要事項の審議等を行う中央防災会議を，平成13年以降毎年開催している．第34
回では，東日本大震災を教訓とし，科学的に想定し得るマグニチュード９クラスの地震を想定して
検討しており，南海トラフ巨大地震の被害想定で被害が最悪となるケースでは，死者・行方不明者
が約323,000人と，東日本大震災時の約18,800人の約17倍にまで上ることを公表した．この対策につ
いては2015年３月に，首都直下地震緊急対策推進基本計画の変更内容も示された．また2016年の第
36回の会議では，2014年の御嶽山の噴火災害などの教訓を踏まえた活火山法の一部改正等の制度改正，
防災対策の強化が検討された．このように大きな災害が常に予想されている日本では，今後の防災・
減災のためにこれまでの災害を教訓とし“地震は非日常的な現象である”というこれまでの人間の
根底的な捉え方を変え，日常的に地震と向き合った生活形態となるよう，社会規模での変革が必要
であると考えられる１）２）３）．
　国土交通調査室の岡村は東日本大震災における災害情報提供について調査し，災害情報とメディ
アとの関係全般の特徴的変化を検証した．その結果，被害情報は包括的であり，広域性，速報性，
同時性が要求されるため，その点ではテレビでのメディア特性がマッチしているが，頑健性・耐災
害性に強いラジオが最終的に使用率向上につながることを示している．デジタルメディア等が遠隔
伝達，大量配信，記憶性，同時性等のあらゆる点で他メディアを上回っているが，災害時には情報
インフラが被災し，利用者の情報リテラシーも十分ではないため，結果的に頑健性・耐災害性の強
いメディアを選択してしまう．今後は新しい情報機器の頑健性が向上し，被災者の情報リテラシー
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が高い水準に達した環境にある場合，例としてデジタルネイティブが社会の大多数を占めるように
なるなら，災害情報とメディアの関係は大きく変わってくると報告している４）．また，総務省消防
庁防災情報室発行の災害情報伝達手段の整備に関する手引きでは，災害情報手段の整備における住
民への災害情報伝達手段の多様化実証実験の結果が示されている．この実証実験では，情報伝達媒
体を活用して得られた成果が報告され，東日本大震災の津波警報時に多く活用されたのは防災行政
無線であるという報告に加え，MCA（Multi Channel Access）無線システムサービスや，エリアメール，
登録制メール，コミュニティFM，SNS等の様々な媒体について検証している．その結果，エリアメー
ルでは，情報は携帯電話網の制御チャネルを通して同報的に送信されるため輻輳の影響を受けにくく，
短時間に対応端末保有者に情報を伝達することができる．登録制メールでは，警報・注意報に加え，
気象情報や避難情報なども取得でき，さらに地域内在住者以外でも自由に登録できることから，地
域内はもとより地域外に出掛けている場合でも自治体からの災害情報を入手できる有効な手段であ
ること．災害時の情報伝達において，通信や放送といった伝達方法はそれぞれ違う利点があること
について考察している．これらの研究では，自然災害において多くの場面で実施されてきた情報伝
達手段の効率性と必要性が述べられている一方で，情報リテラシーの高いメディアツールの活用方
法が増加してしまうことで，情報リテラシー教育を受ける機会が少ない高齢者にとっては，情報収
集が厳しいであろうことも懸念されている５）．
　現在，インターネットを用いた地震情報の発表，防災コンテンツ等が見られるようになり，防災
情報の取得方法は多様かつ容易になりつつある．また，ソーシャルメディアを用いた防災情報サー
ビスや様々なアプリも提供されている．市民は比較的手軽に防災・災害情報コンテンツをチェック
することが出来る．それら多種多様のコンテンツのなかには信頼性の高い科学的根拠に基づいた地
震情報を発表したり災害・防災についての情報を発信したりしているものも見られるが，情報更新
頻度や配信回数が少ない，知名度や使用率が低いなどの課題がみられる６）．筆者らはこれまでに，
東日本大震災に見る市民の情報リテラシーに関する研究及び防災および災害対策情報のための情報
リテラシーに関する研究において，災害で利用される情報源やソーシャルメディア，自治体情報シ
ステム運用の実態例などを調査し，市民にとって必要な情報リテラシーについて検討してきた７）８）．
これらの研究から，現在ICTを活用した広域且つ確実性の高い防災・災害情報システムが整備され
つつある一方で，自治体・行政組織が発信する緊急速報メールなどにも情報格差の問題があること
がわかっている．また，ローカルな情報収集の優位性と，地域防災ネットワークの有効性について
も指摘された．これらのことからも情報伝達の方法と市民の情報リテラシーとの相違による情報格
差などの問題に関する研究が必要とされていることがわかる．例えるならば，“天気予報が雨ならば
傘を持って出掛ける”というように，天気予報を知ることで天気の変化による自然災害に対して，
人が自ら防災する習慣が付いた例に習い，防災情報メディアを活用し，地震予知（予報）を天気予
報のように身近な存在へと変えていくことで，地震防災・減災促進に繋がると考えられる．
　そこで本研究では，新潟経営大学の18～21歳までの学生を対象に行ったアンケート調査による実
態調査の結果を報告する．情報コンテンツを有効に利用するためにはどのような対策やサービスが
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必要なのか，人々の情報コンテンツとの関わり方を分析した．さらにメディアと情報の観点から，
防災・減災のために，地震予報を生活と密着した存在にすることを狙い，市民にとっての防災情報
コンテンツの効果的な情報活用方法を研究した．
２．研究方法
　本研究では，文献，統計資料調査および大学生を対象とした防災情報についてのアンケート調査
を行った。アンケート調査では，130人から回答を得た．そこで，メディアの利用状況や，防災情報
の収集方法について考察し，その結果についてまとめた．
３．結果
３–１　メディアの利用状況と新たな情報媒体について
３－１－１　 近年のメディアの利用状況について
　総務省『平成26年情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査報告書』において，近年
の主なメディアとしてテレビ，インターネット，新聞，ラジオを取り上げ，経年の平均利用時間が
調査された９）．その結果，テレビのリアルタイム視聴の平均時間が最も長く行為者率も最も高い．
次いでインターネットの平均利用時間が長く行為者率も高い傾向は変わらなかった．テレビのリア
ルタイム視聴の平均時間は，平日１日あたりは平成24年から26年にかけ，184.7分から168.3分，170.6分，
休日１日あたりは平成25年と26年の比較で225.4分から228.9分へと推移している．行為者率は概ね横
ばいとなっている．インターネットの平日の平均利用時間は，平成24年から26年にかけ71.6分から
77.9分，83.6分へと増加傾向にある．行為者率は25年と26年とを比較すると70.1％から73.6％へと上
昇している．新聞閲読については，平均時間，行為者率ともに平成25年と26年は同水準であり，平
日分については平成24年から見ると下げ止まりの傾向となっている．
　さらに年代別に主なメディアの行為者・行為者平均時間を見てみると，それまでの調査同様，テ
レビのリアルタイム視聴及び新聞閲読は，概ね年代が上がるとともに平均時間が長く行為者率も高く，
インターネットは概ね20代をピークに年代が上がるとともに平均利用時間が短く行為者率も低くなっ
ている点が特徴的として見られた．平日と休日とを比較すると，多くの年代で平日と比べ休日の方
が在宅時間及び自由時間が増えるため，ラジオ以外はいずれのメディアも概ね休日の方が平均利用
時間において長く行為者率も高くなっている．
３-１-２　新たな情報媒体ついて
　情報収集の新たな媒体としてインターネットメディアの利用率が若者を中心に上昇してきている．
インターネットの利用者数は，図３⊖１⊖２⊖１のとおり，平成13年末の5,593万人から増加し続け，
平成25年末には１億44万人となり，12年間で4,451万人程利用者数が増加したと見られる．人口普及
率も平成13年末46.3％から平成25年末に82.8％まで増加している10）．
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　インターネットの普及によって，情報コンテンツの利用目的や利用用途も多様化してきている．
総務省が平成25年に行なった通信利用動向調査をもとに，全世代を平均した結果によると，最も多
い利用用途は電子メールの送受信が74.6％，次いで商品・サービスの購入・取引が60.7％，地図・交
通情報の提供が51.8％，天気予報の利用が51.5％となってくる．東日本大震災で情報発信の場面で注
目されたソーシャルメディアは全年代で43.3%となっているが，20年代では65.5％，30年代が58.9％
と全体でも高い利用率となっている．
３–２　地震予報への関心度と防災アプリの認知度
　新潟経営大学の学生を対象とした防災情報についてのアンケート調査を行い，何らかの通信機器
を持っていると答えたもの92%がスマートフォンなどの多機能携帯端末であると答えている．また
地震予報に関する情報を入手したいと思いますか，という質問に対して「思う」と回答したものは
82％であった（筆者先行研究）６）．対して，図３⊖２に示したように，災害に備えた防災アプリを知
らないというものは60%以上であった．
図3-1-2-1　インターネット利用者数及び人口普及率の推移（個人）
（総務省　“平成25年通信利用動向調査の結果（概要）”より）
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３–３．テレビから得られる情報についての関心度
３－３－１．時刻表示横に表示される天気予報について
３－３－２．テレビの連動企画について
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図３-２　「有事の時に役立つ“防災アプリ”というアプリのジャンルがあることを知っていますか」回答結果
図３-３-１　「時刻表示横に表示される天気予報は見ますか」回答結果
図３-３-２　「テレビの連動企画（視聴者アンケ トー，プレゼントクイズ等）に参加したことはありますか」回答結果
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３－３－３．テレビリモコンのｄボタンの利用経験について
３－３－４．データ放送コンテンツの参加企画等の利用経験について
４．考察
　３⊖１⊖１から，多くの情報媒体でテレビが最も利用されているということがいえる．これらの結
果から，現在でも多くのメディアの中，やはりテレビは情報伝達に有効であると推察される．これ
までの調査から，地震の際，多くの人々はテレビから情報を得ようとする傾向がある７）．次に３⊖１
⊖１および３⊖１⊖２の結果から，テレビ同様にインターネットメディアも，若者を中心にライフスタ
イルの一部となってきたといえる．インターネットの平日の平均利用時間は，平成24年から26年に
かけ71.6分から77.9分，83.6分へと増加傾向にある．行為者率は25年と26年とを比較すると70.1％か
ら73.6％へと上昇している．３⊖１⊖２からも分かるとおり，利用者数が平成13年末に5,593万人から
増加を続け，平成25年末には１億44万人となり，12年間で4,451万人利用者数が増加している．人口
普及率も平成13年末46.3％から平成25年末に82.8％まで増加した．以上のことから，テレビ放送とイ
ンターネットが融合した情報コンテンツは若者のライフスタイルに、より組み込まれていくことが
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図３-３-３　「テレビリモコンのｄボタン（番組データ表示・通信画面表示ボタン）を使いますか」回答結果
図３-３-４　「テレビの帯（画面横や上部，下部等に表示される）で自動的にクイズが出てきたら参加しますか」回答結果
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見込まれ，幅広い世代や様々な環境における防災情報活用の可能性が高い．また，インターネット
使用状況は全体的に考えると増加傾向にあるが，10代20代とをピークに年代が上がるとともに平均
利用時間が短く，行為者率が低くなってくるため，まだ十分な防災情報伝達媒体とはいえないとい
うことも考えられる．幅広い世代の活用が拡大するためには，防災情報コンテンツの重要性の呼び
掛けや，情報コンテンツ活用に関する情報リテラシー教育が重要であると考えられる．
　先行研究およびこれまでの結果から，一般に多くの市民は出勤・登校する前の５～８時台，帰宅
後の21～０時台にテレビの視聴傾向がある．また，大学生は個々の生活時間のバラつきからか，９
～12時台，17～20時台にもテレビを見ている人が多いこともわかっている．以上の時間帯を考えると，
日常的に防災情報を得るためには番組放送だけでなく，多様な情報収集コンテンツを活用する必要
があるように思われる．３⊖３⊖１の結果のように，時刻表示の横に表示される天気予報の視聴率は
現在非常に高い．このことから，同様にテレビ画面の時刻表示横に地震予報が表示されれば，防災
情報の視聴定着に繋がるものと期待できる．またこのような方法であれば様々なジャンルの番組放
送中でも各々のタイミングで予報を確認することが可能になるものと考えられる．さらに，３⊖３⊖２，
３⊖３⊖３，３⊖３⊖４では，テレビ連動企画に参加したことがないものが78％と現状の参加率は低いが，
ｄボタンの使用率についてはよく使うが17％，たまに使うが58％，クイズなどが自動表示された場
合の参加経験率の，是非参加したいが20％，どちらかといえば参加したいは35％と共に半数を超え
る結果であった．視聴者（参加者）側に手間がからない方法であれば，防災情報メディアとテレビ
番組の連動企画なども日常的な防災情報の普及に有効ではないかと考えられる． 
５．結言
　防災情報を日常的なものにするには，防災情報コンテンツを知ってもらい，日常的なものという
認識を高めることで防災情報の利用が進展するものと期待し，防災情報コンテンツに対する，市民
および大学生の現状について研究し，以下の結論を得た．
◦　 テレビ視聴とインターネットの利用という，放送と通信を融合した情報に長時間触れる現在の
ライフスタイルが明確に示された
◦　 様々なテレビの情報利用形態がとられる昨今においては，データ放送などを活用し，番組内で
も放送画面の時刻表示横に地震予報などの防災情報を表示させることで，人それぞれの好みの
番組中でも予報を確認することが可能となり，地震予報入手の習慣定着に繋がるものと考えられ
る
◦　 テレビ番組の連動企画などへの関心を考慮すると，防災情報に関するクイズの自動表示などを活
用して能動的に情報を得る方法で地震防災情報を日常的に浸透させることができる可能性もある
◦　 防災のための情報コンテンツとして，予報コーナーやデータ放送画面での予報表示，時刻表示
横の簡易予報表示，視聴者参加型コーナー等の有用性が示唆された
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